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＜抄録＞

成年後見制度は、「本人意思の尊重」「自己決定の尊重」と「本人保護」との調和を図ることを理念とす

る。しかし、判断能力が不十分な人の意思確認は困難を要する場合も多く、「成年被後見人の最善の利益」

を成年後見人等が判断しなければならない。社会福祉士である成年後見人が説明責任を果たすためには、

「成年被後見人の最善の利益」の判断根拠を明確にする必要がある。そこで12名の社会福祉士から18事例の

聴き取り調査を行い、後見活動の方針とその判断根拠とした要素の抽出を行った。「現在の生活環境が適切

である」という活動方針の判断根拠は、【本人の病状や障害の状態に適している】【施設側が本人の生活ニー

ズに対応可能】【定期的な面会で本人の様子を観察して得た情報】【他の選択肢の検討をするが他の選択肢が

ない】【必要に応じて専門家等の判断をあおぐ】【現在の生活環境の維持が可能な経済状況】等といった項目

に集約できた。
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Ⅰ 研究目的

成年後見制度は、判断能力が不十分な人の身上に配慮

し、「本人意思を尊重した自己決定の尊重」と「保護」

の調和を図ることを理念としている。しかし後見類型で

は特に、本人の意思確認が困難な場合も多い。また本人

の意思が表明されたとしても本人にとって有益であると

言い難い場合は、本人保護の観点から本人に代わって

「成年被後見人の最善の利益」を成年後見人が判断しな

ければならない。

上山（2008）は、「本人の保護というパターナリズム

的な要素と、自己決定の尊重や現有能力の活用といった

自己決定主義的な要素は、成年後見制度を考えるうえ

で、どちらも捨てることのできない必需品」であるが、

「両者は基本的に向かっているベクトルが逆であるため、

常に本質的な緊張関係にある」とし、成年後見人等が職

務遂行上、困難な作業に取り組まなければならないこと

を指摘している。そして両者のバランス調整は、「利用

者のベスト・インタレスト（最善の利益）の探求」と置

き換えることができるかもしれない、と述べている。

また、とりわけ「身上監護」の職務はその具体的な事

務内容が明確になっておらず、成年後見人個々の判断に

よって差が生じていることも予測される。また法律行為

に付随する事実行為の範囲も不明確で、社会福祉士がソ

ーシャルワーカーや福祉サービス提供者の役割とは異な

る、成年後見人としての役割に戸惑いながら、後見業務

を担っていると推察される。
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日本成年後見法学会（2008）は、「身上監護」の概念

や内容について統一した理解があるとはいえず、身上監

護の実態を明確にし、その内容と運用のあり方について

検討が必要であるという問題意識から、身上監護研究会

を設置した。平成19年度に弁護士・司法書士・社会福祉

士などの専門職後見人を対象に調査を実施し、調査結果

から今後の検討課題を指摘した。その第一の課題を、

「成年後見における身上監護の考え方や具体的内容につ

いてのコンセンサスづくり」としている。

以上のように、現状の成年後見活動、特に「身上監

護」については、成年後見人等の職務内容が不明確であ

ることは指摘の通りである。しかし、専門職である社会

福祉士が成年後見活動を行う際には、「成年被後見人の

最善の利益」を何を根拠に判断したのか、説明責任が伴

う。そのためにはアセスメント項目を明確にする必要が

あると考え、次の３点を研究目的として段階的に取り組

むこととした。

(1）成年後見人が成年被後見人の意思あるいは最善の利

益をどのような方法や手順で判断したのかを明らかに

する。

(2）身上に配慮した生活支援のあり方を決定する際のア

セスメント項目を整理する。

(3）ソーシャルワーク機能と成年後見人としての機能を

明確にし、社会福祉士である成年後見人の役割を整理

する。

本稿は、研究の第一段階として、後見事例を受任して

いる社会福祉士を対象に聴き取り調査を行い、その結果

から「成年被後見人の最善の利益」が何かを判断した根

拠を抽出したものである 。今後は追加の聴き取り調査

を行い、判断根拠となる要素を増やすとともに、研究の

第二段階として抽出した要素をもとにアセスメント項目

を整理し、第三段階はその項目の妥当性を検証する予定

である。

Ⅱ 研究方法

2006年６月に社団法人神奈川県社会福祉士会「ぱあと

なあ神奈川」に研究計画書を提出し承認を得たのち、

「ぱあとなあ神奈川」を介して調査対象者に調査依頼を

行った。

調査対象は「ぱあとなあ神奈川」に所属する社会福祉

士のうち、数年にわたり後見活動を継続している後見事

例受任者とした。対象とした21名のうち、了解が得られ

た12名 に対して2006年８月から９月に面接を行い、受

任中の後見事例19事例について聴き取り調査を行った。

面接は半構造化面接法を用い、後見活動のプロセスに

そって、成年被後見人に対する後見活動の方針とその根

拠等を聴いた。面接内容は録音して逐語記録を起こし

た。

分析はKJ法を用いて行った。19事例それぞれについ

て、原則として一文章ごとに切片化し、前後の文脈を考

慮しつつ、後見活動の方針とその判断根拠とした要素の

抽出を行った。なお19事例のうち１事例は、筆者らの面

接技術の未熟さにより、成年被後見人にとって最善の生

活が何かという内容よりも、成年後見人としてどう活動

することが最善なのかという内容が主となったため、判

断根拠の抽出は控え分析の対象外とした。したがって、

今回の分析事例は18事例となる 。

18事例の後見活動の方針に着目すると、大きく７つに

まとめることができた。そこで７分類ごとに、「何をど

のように判断したのか」に焦点をあてて考察を加えた。

なお倫理的配慮として、面接の内容を録音すること、

知り得たデータについては研究以外に使用しないこと、

また途中でも中止できることを文書及び口頭で説明し了

解を得た。また事例の記載にあたっては、個人が特定で

きないよう配慮した。

Ⅲ 研究結果及び考察

１．調査事例の概略

19事例の概略は表１に記載の通り、男性９名・女性10

名、年齢は40代１名・50代３名・60代５名・70代7名・

80代３名、障害の別は知的障害３名・精神障害８名・認

知症７名・脳血管障害１名、生活状況は病院入院８名・

施設入所10名・在宅１名であった。なお、このうち事例

19（60代女性、精神障害、入院中）は、前述の理由によ

り分析の対象から外しているので、事例１から18までに

ついて以下に述べていく。

２．後見活動の方針とその判断根拠となる要素の抽出

18事例の後見活動の方針と、その判断根拠となる要素

の詳細は、表１を参照されたい。

18事例を、後見活動の方針に着目して７分類にまとめ

た。分類1は、事例１から５の５事例である。いずれも

現在の病院や施設での生活の継続が適当であると判断し

ていた。分類２は、事例６から８の３事例である。成年

後見人は、現在の施設での生活継続には課題があると認

識しているものの、他の選択肢がないため、できる限り

現在の施設での生活を継続できるようにすることを検討

していた。分類３は、事例９と10の２事例である。実際
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表
１

聴
き
取
り
事
例
及
び
調
査
結
果
一
覧
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●
主
治
医
の
判
断

●
閉
鎖
病
棟
で
の
安
定
し
た
生
活
、
閉
鎖
病
棟
が
生
活
の
場
（
病
状
の
不
安
定
さ
、
自
己
中
心
的
な
関
わ
り
）
●
客
観
的
に
見
た
安
定
し

た
生
活
状
況
（
療
養
環
境
が
整
っ
て
い
る
、
生
活
状
況
が
安
定
し
て
い
る
）
●
本
人
は
困
っ
て
い
な
い

●
経
済
状
態
（
入
院
継
続
可
能
な
経
済
状
況
)

●
家

族
状
況
（
家
族
間
に
紛
争
あ
り
)

●
他
の
選
択
肢
の
検
討
も
し
た
が
困
難

●
第
三
者
の
意
見

●
信
頼
関
係
に
基
づ
く
確
信

●
家
族
に
協
力
を
求
め
る
の
は
難
し
い
（
疎
遠
)

●
施
設
で
の
生
活
環
境
が
整
っ
て
い
る
（
施
設
は
可
能
な
範
囲
で
対
応
し
て
く
れ
る
→
後
見
人
の
提
案
に
対

す
る
現
実
的
な
対
応
・
医
療
対
応
は
施
設
が
行
う
、
本
人
に
と
っ
て
心
地
よ
い
生
活
環
境
)

●
経
済
状
態
（
入
所
費
用
負
担
は
可
能
)

●
他
の
選
択
肢
の
検

討
（
環
境
変
化
で
状
態
が
変
わ
る
こ
と
が
予
測
さ
れ
る
)

●
本
人
と
職
員
の
関
係
性
が
よ
い
（
職
員
か
ら
後
見
人
に
報
告
が
あ
る
、
本
人
が
職
員
に
あ
り
が
と
う
と
言
う
)

●
障
害
が
重
度

●
施
設
を
転
々
と
し
て
や

っ
と
落
ち
着
い
た
経
過
が
あ
る
（
の
で
こ
れ
以
上
環
境
を
変
え
た
く
な
い
）

●
最
重
度
な
が
ら
病
状
が
安
定
し
て
い
る

●
安
定
し
た
生
活
が
で
き
て
い
る
（
な
じ
み
の
職
員
に
は
反
応
す
る
、
職
員
か
ら
後
見
人
に
報
告
が
あ
る
、
療
養

環
境
が
整
っ
て
い
る
、
長
期
入
院
が
可
能
)

●
家
族
と
は
音
信
不
通

●
他
の
選
択
肢
の
検
討
（
適
当
な
選
択
肢
が
な
い
)

●
相
続
に
つ
い
て
は
家
庭
裁
判

所
に
相
談

●
経
済
状
況
（
財
産
が
あ
る
)

●
体
調
の
変
化
に
対
し
て
施
設
で
対
応
が
可
能
（
要
医
療
状
態
で
も
最
期
ま
で
看
て
く
れ
る
)

●
職
員
か
ら
後
見
人
に
報
告

が
あ
る

●
生
活
全
般
の
面
倒
を
み
て
く
れ
る

●
家
族
と
は
音
信
不
通

●
帰
る
家
は
な
い

●
経
済
状
況
（
財
産
が
な
い
)

●
生
活
能
力
に
欠
け
る

●
退
所
勧
告
が
な
い

●
利
用
で
き
る
他
の
選
択
肢

が
な
い
（
介
護
度
が
低
い
の
で
特
養
は
対
象
外
）

●
後
見
人
の
指
摘
に
対
し
て
施
設
の
対
応
に
改
善
が
見
ら
れ
た
（
契
約
書
の
内
容
、
ケ
ア
プ
ラ
ン
の
内
容
、
面
会
へ
の
対
応
)

●
本
人
は
施
設
で
の
生
活
を
受

け
入
れ
て
い
る

●
施
設
の
対
応
に
疑
問
が
あ
り
行
政
職
員
と
と
も
に
改
善
を
申
し
入
れ
て
い
る
（
財
産
管
理
の
方
法
、
ケ
ア
プ
ラ
ン
の
内
容
)

●
家
族
状
況
（
身
寄
り
が
な

い
)

●
施
設
を
転
々
と
し
て
き
た
経
過
が
あ
る
（
他
に
行
く
と
こ
ろ
が
な
い
)

●
経
済
状
況
（
財
産
が
な
い
）

●
退
院
勧
告
あ
り
（
が
焦
る
こ
と
は
な
い
と
言
わ
れ
た
)

●
主
治
医
の
判
断
（
環
境
を
変
え
る
こ
と
は
望
ま
し
く
な
い
)

●
他
の
選
択
肢
は
難
し
い

●
経

済
状
況
（
財
産
は
あ
る
)

●
本
人
意
思
表
示
が
乏
し
い

●
病
院
に
最
適
な
退
院
先
を
決
め
て
も
ら
い
た
い

●
退
院
勧
告
あ
り

●
本
人
意
思
の
確
認
（
聞
け
ば
「
こ
こ
に
い
る
の
が
い
い
」
と
は
言
う
)

●
在
宅
生
活
の
可
能
性
は
低
い
（
病
院
で
の
生
活
が
安
定
し
て

い
る
、
他
の
生
活
経
験
が
な
い
、
環
境
変
化
が
悪
影
響
を
及
ぼ
す
可
能
性
あ
り
）

●
障
害
者
自
立
支
援
法
で
は
施
設
入
所
に
は
該
当
し
な
い
可
能
性
あ
り

●
施
設
の
生
活
に
割
と
満
足

●
（
退
所
後
の
こ
と
を
考
え
）
施
設
へ
外
出
訓
練
を

要
望

●
本
人
は
帰
宅
の
希
望
あ
る
が
後
見
人
は
在
宅
生
活
は
困
難
と
判
断
（「

家
に
帰
る
」
と
い
う
言
葉
の
意
味
が
不
明
)

●
施
設
と
福
祉
事
務
所
に
調
整

を
依
頼
す
る

●
長
期
入
院
困
難
の
予
測

●
医
療
管
理
が
必
要
な
状
態
（
転
院
先
は
限
ら
れ
る
)

●
家
族
状
況
（
身
寄
り
が
な
い
)

●
帰
る
家
が
な
い

●
転
院
先
を
医

療
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
と
相
談

●
意
思
疎
通
が
困
難

●
家
族
状
況
（
身
寄
り
が
な
い
)

●
経
済
状
況
（
財
産
が
増
加
し
て
い
る
)

●
施
設
職
員
の
意
見
を
取
り
入
れ
る

●
家
庭
裁
判
所

に
相
談
し
て
了
解
を
求
め
る

●
判
断
に
困
っ
た
時
の
基
準
（
事
務
管
理
、
緊
急
避
難
、
社
会
通
念
、
継
続
性
の
尊
重
)

●
施
設
の
ケ
ア
体
制
に
不
満
は
な
い

●
意
思
表
示
が
あ
る
（
が
そ
の
ま
ま
受
け
入
れ
て
よ
い
の
か
判
断
が
必
要
)

●
財
産
が
あ
る

●
家
庭
裁
判
所
に
相
談
（「

本
人
の
た
め
に
自
由
に
さ
せ
て
よ

い
」
と
い
う
助
言
)

●
後
見
人
が
賛
成
の
理
由
（
社
会
通
念
上
妥
当

)
●
後
見
人
が
反
対
の
理
由

●
家
族
状
況
（
身
寄
り
が
な
い
)

●
世
間
一
般
の
人
と
同
じ
生
活
を
さ
せ
て
あ
げ
た
い
（
身
寄
り
が
な
い
の
で
後
見
人
が
個
人
的
に
関
わ
り
)

●
財
産
を
使

い
た
い
こ
と
に
使
わ
せ
て
あ
げ
た
い
（
が
施
設
の
物
的
環
境
、
人
的
環
境
に
制
限
が
あ
る
た
め
)

●
物
品
購
入
や
外
出
支
援
に
後
見
人
が
事
実
行
為
を
せ
ざ
る

を
得
な
い
（
事
実
行
為
を
伴
う
こ
と
の
悩
み
）

●
症
状
は
あ
る
が
安
定
し
て
い
る

●
意
思
表
示
は
あ
る
（
が
現
状
認
識
に
欠
け
る
)

●
経
済
状
況
（
財
産
あ
り
)

●
家
族
状
況
（
疎
遠
)

●
家
庭
裁
判
所

に
相
談
す
る

●
A
D
L
の
低
下
に
伴
う
適
切
な
施
設
の
検
討

●
本
人
の
希
望
の
実
現

●
経
済
状
況
（
財
産
が
あ
る
)

●
自
宅
が
あ
る

●
閉
鎖
病
棟
で
病
状
安
定

●
退
院
の
可
能
性
を
検
討

●
本
人
の
意
思
確
認
は
困
難

●
退
院
支
援
に
積

極
的
な
病
院
に
転
院
も
検
討

●
在
宅
生
活
に
必
要
な
社
会
資
源
の
検
討

●
生
活
歴

●
将
来
の
希
望

●
管
理
さ
れ
た
環
境
」
で
落
ち
着
い
て
い
る

●
将
来
の
生
活
の
場
の
検
討

●
経
済
状
況

●
関
係
機
関
の
連
携
が
不
十
分

●
後
見
人
が
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
ク
を
行
わ
ざ
る
を
得
な
い

●
本
人
の
状
況
は
後
見
類
型
と
は
言
い
難
い
（
知
的
理
解
度
が
高
い
、
選
挙
権
が
な
い
の
を
気
に

し
て
い
る
）

成
年
被
後
見
人
に
と
っ
て
最
善
の
生
活
が
何
か
と
い
う
内
容
よ
り
も
、
成
年
後
見
人
と
し
て
ど
う
活
動
す
る
こ
と
が
最
善
な
の
か
と
い
う
内
容
が
主
と
な
っ
た
た
め
、
判
断
根
拠
の
抽
出
は
控
え
分
析
の
対
象
外
と
し
た
。

後
見
活
動
方
針
の
判
断
根
拠
と
な
る
要
素

分
類

後
見
活
動
の
方
針

生
活
状
況

主
た
る

障
害

性
別

年
齢

事
例

病
院
入
院

精
神
障
害

女
60
代

19

7
類
型
見
直
し
が
必
要
で
あ
る
。

施
設
入
所

知
的
障
害

女
40
代

18

将
来
的
に
は
在
宅
復
帰
を
目
標
に
し
て
い
る
。
病
院
の
退
院
支
援
を
期
待
し
た

い
が
積
極
的
で
は
な
い
の
で
、
転
院
も
検
討
し
た
い
。

病
院
入
院

精
神
障
害

男
50
代

17

6

今
後
の
生
活
の
場
を
検
討
し
て
い
る
。

病
院
入
院

精
神
障
害

男
60
代

16

本
人
の
た
め
の
財
産
の
使
い
方
を
検
討
し
て
い
る
。
本
人
の
生
活
の
質
向
上
の

た
め
に
財
産
を
使
用
す
る
に
は
、
後
見
人
が
事
実
行
為
を
せ
ざ
る
を
得
な
い
。

特
養
入
所

認
知
症

男
70
代

15

財
産
管
理
に
つ
い
て
本
人
意
思
の
尊
重
と
取
消
権
の
行
使
の
調
整
に
苦
慮
し
て

い
る
。

在
宅

精
神
障
害

男
70
代

14
5

本
人
の
た
め
の
財
産
の
使
い
方
を
検
討
し
て
い
る
。

特
養
入
所

認
知
症

男
70
代

13

現
在
の
病
院
で
は
長
期
入
院
が
困
難
な
た
め
、
医
療
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
に

相
談
し
、
転
院
先
を
申
し
込
ん
で
い
る
。

病
院
入
院

脳
血
管

障
害

男
60
代

12

4

施
設
入
所
継
続
が
困
難
な
可
能
性
が
あ
り
、
生
活
環
境
の
確
保
に
つ
い
て
本
人

の
希
望
を
尊
重
し
つ
つ
関
係
機
関
へ
調
整
を
要
請
し
た
い
。

施
設
入
所

知
的
障
害

男
50
代

11

退
院
勧
告
が
あ
っ
た
が
、
現
在
の
病
院
で
の
入
院
継
続
が
適
当
で
あ
る
。

病
院
入
院

精
神
障
害

女
60
代

10

3

退
院
勧
告
が
あ
っ
た
が
、
現
在
の
病
院
で
の
入
院
継
続
が
適
当
で
あ
る
。

病
院
入
院

精
神
障
害

女
70
代

9

現
在
の
施
設
が
最
適
と
は
言
え
な
い
が
、
他
に
行
く
と
こ
ろ
が
な
い
。
快
適
に

す
ご
せ
る
よ
う
施
設
に
要
望
し
て
い
る
。

特
養
入
所

認
知
症

男
70
代

8

（
施
設
生
活
が
最
適
と
は
言
え
な
い
が
）
本
人
は
施
設
で
の
生
活
を
受
け
入
れ
て

い
る
の
で
、
で
き
る
限
り
快
適
に
す
ご
せ
る
よ
う
要
望
し
て
い
る
。

特
養
入
所

認
知
症

女
80
代

7
2

現
在
の
施
設
で
は
長
期
入
所
は
不
可
能
だ
が
、
で
き
る
限
り
入
所
継
続
を
要
請

し
た
い
。

老
健
入
所

認
知
症

男
60
代

6

（
現
在
の
施
設
で
）
最
期
ま
で
看
て
も
ら
え
る
の
で
困
っ
て
い
る
こ
と
は
な
い
。

（
現
在
の
施
設
で
の
生
活
に
何
ら
問
題
は
な
い
）

そ
の
他

施
設
入
所

認
知
症

女
80
代

5

本
人
が
今
の
病
院
で
平
穏
に
過
ご
せ
て
い
る
。
本
人
が
平
穏
に
過
ご
せ
れ
ば
い

い
。
そ
れ
が
一
番
で
あ
る
。

病
院
入
院

精
神
障
害

女
50
代

4

今
の
施
設
に
居
さ
せ
て
ほ
し
い
。
こ
こ
が
一
番
ベ
タ
ー
で
あ
る
。

施
設
入
所

認
知
症

女
80
代

3

で
き
る
だ
け
長
く
今
の
施
設
で
の
生
活
を
維
持
し
た
い
。

施
設
入
所

知
的
障
害

女
70
代

2

1

今
の
病
院
で
の
入
院
生
活
を
続
け
る
こ
と
が
適
当
で
あ
る
。

病
院
入
院

精
神
障
害

女
70
代

1



に退院勧告があり、他の選択肢の検討を試みていた。し

かし環境の変化によるリスクを考え、入院の継続が適当

であると判断していた。分類４は、事例11と12の２事例

である。法制度との関係で、現在の病院や施設での生活

継続が困難なことが予測されるため、他の選択肢を検討

していた。分類５は、事例13から15の３事例である。い

ずれも本人の財産をどのように管理するのが適切かとい

うことが主たるテーマであり、成年被後見人にとって最

善といえる財産の使い方を検討していた。分類６は、事

例16と17の２事例である。将来的には現在の病院を出て

別の生活の場を検討する必要があると判断していた。分

類7は、事例18の１事例とした。後見類型の見直しが必

要であると判断していた。

以下、分類ごとに後見活動の方針とその判断根拠とな

る要素について説明し、「何をどのように判断したのか」

に焦点をあてて考察する。

３．考 察

分類１ 現在の病院や施設での生活の継続が適当である

と判断している５事例

分類１の５事例は、80代女性２名、70代女性２名、50

代女性１名で、精神障害、認知症などの障害があり、施

設や病院で生活をしていた。いずれも障害が重度である

が、安定した生活が確保されているため、成年後見人は

現在の施設や病院での現状維持が適当であると判断して

いた。

その判断根拠となる要素には、「（閉鎖病棟が）病状に

あった生活の場である（だからこそ安定している）」（事

例１。以下この項、該当事例を①のように丸付き数字で

示す）、「障害が重度（でも看てもらえる）」（③）、「最重

度ながら（ここで長年）病状が安定している」（④）の

ように、【現在の生活の場が本人の病状や障害の状態に

適している】ということがあげられた。

安定した生活が確保されていると判断した根拠を具体

的に見ると、「療養環境が整っている」（①④）、「（客観

的に見て現在の本人の）生活状況が安定している」（①）

といった【成年後見人が客観的に観察して判断】してい

るものがある。また、「施設は後見人の提案や医療対応

など可能な範囲で対応してくれる」（②）、「体調の変化

に対して施設で対応が可能」「生活全般の面倒をみてく

れる」（④）といった【施設側が本人の生活ニーズに対

応可能】といったことも判断根拠となっていた。

さらに、「本人にとって心地よい生活環境」（②）、 本

人が職員にありがとうと言う」（③）、「なじみの職員に

は反応する」（④）といったように、成年後見人が【定

期的な面会で本人の様子を観察して得た情報】、中でも

【本人と職員の関係性】に注目したものがある。職員と

の関係性については、「職員から成年後見人に報告があ

る」（③④⑤）といった【成年後見人訪問時の職員の対

応】からも、本人の生活環境を判断していることがわか

った。また「本人は困っていない」「（本人との）信頼関

係に基づく確信」（①）といった、【本人からの訴えの有

無】や【本人と成年後見人の関係性】に基づく要素もあ

げられた。

以上のように現在安定した生活の場が確保されている

と判断し、なおかつこのまま「長期入院が可能」（④）

という条件があっても、「他に（より最善の）選択肢が

あるかどうかの検討」（①②④）は行っていた。しかし、

「適当な選択肢がない」（①④）ことや、「環境が変化す

ることにより本人の状態が変化するリスク」（②）、「施

設を転々としてやっと落ち着いた経過」（③）などから

【他の選択肢は否定され、結果として現在の生活の継続

が最適である】という判断に至っていた。

また、「主治医の判断」「第三者の意見」（①）、「相続

については家庭裁判所」（④）のように、【必要に応じて

専門家等の判断】をあおぎ、成年後見人としての適切な

判断の根拠としていた。

経済状況」（①②⑤）は、【現在の生活環境の維持が

可能かどうか】、他の選択肢の検討をする際にも【財産

の多寡により選択肢が限られる】といったように、生活

の場の検討をする際の重要な要素の一つとなっていた。

また「家族状況」については、家族間で紛争がある

（①）、疎遠（②）、音信不通（④）といった状況がある

と、【家族の協力は得られない】ため成年後見人が適切

な判断をしなければならないことの根拠となっていた。

分類２ 現在の施設利用に課題があるが、他の選択肢が

ないため現在の生活の継続が適当と判断してい

る３事例

分類２の３事例は、60代男性、80代女性、70代男性

で、３事例とも認知症で施設に入所していた。事例６は

長期入所が不可能な施設であるため、いずれ退所先を探

さなければならないという課題、事例７と８では成年後

見人が施設の対応に疑問を感じ、ケアプランに改善を申

し入れるなどといった課題があった。しかし、他にふさ

わしい生活の場の確保が困難なため、現在の施設での生

活をできる限り継続、または改善することを検討してい

た。

事例６では、「家族とは音信不通」「帰る家はない」

「財産がない」「生活能力に欠ける」ことから、在宅生活

西原留美子・佐久間志保子
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は困難と判断し他の選択肢を検討するが、介護度を考慮

すると「利用できる他の選択肢がない」ことから、他に

行くところがないため、現在の施設での生活継続が適当

と判断していた。また「（長期入所が不可能にも関わら

ず）退所勧告がない」ため、施設の理解を得て、できる

限り現在の施設の利用を継続できることが最善であると

判断していた。

事例７と８では、契約書の内容やケアプランの内容、

財産管理の方法などに成年後見人が納得できず、施設に

申し入れを行っていた。事例７では「後見人の指摘に対

して施設の対応に改善が見られた」ことや、「本人は施

設での生活を受け入れている」といったことが、現在の

施設での生活継続もやむを得ないといった判断に繋がっ

ていた。事例８では、「改善の申し入れ」をして施設と

調整中であるが、「身寄りがない」といった家族状況や、

「施設を転々としてきた経過」があり他に受け入れてく

れるところがない、「財産がない」ため選択肢は限られ

るといった状況から、やはり現在の施設での生活継続も

やむを得ないという判断に繋がっていた。

以上分類２では、消極的理由ではあるが【他の選択肢

がない（他に行くところがない）】という状況が、現在

の施設での生活継続もやむなしという根拠になってい

た。その際、【本人が状況を受け入れている】ことや、

退所勧告がない、施設の対応に改善が見られたといった

【施設側の対応】が、その判断を強化する要素になって

いた。

分類３ 退院勧告があるものの環境の変化によるリスク

を考え入院の継続が適当であると判断している

２事例

分類３の２事例は、70代と60代の女性２名で、いずれ

も精神障害があり入院中であるが、病院から退院勧告が

出されていた。しかし成年後見人は、現在の入院生活を

継続できることが適当であると判断していた。

事例９では「退院勧告があった」ものの焦ることはな

いと言われ、「主治医の判断」も環境を変えることは望

ましくないという判断であることから、今すぐに成年後

見人が退院先を検討する必要はないと判断していた。し

かし退院する場合の選択肢を「経済状況」を考慮しつつ

検討するが、「他の選択肢は難しい」と判断しており、

「本人の意思表示も乏しい」ことから、現実的に退院を

勧められた場合は「病院に最適な退院先を決めてもらい

たい」と判断していた。

事例10でも退院勧告があった。「本人の意思の確認」

を試み、本人に聞けば「ここにいるのがいい」と言う

が、本人の理解力、判断能力には疑問があると考えてい

る。また病院での生活でこそ安定しており、他に生活経

験がなく、環境変化が悪影響を及ぼす可能性もあること

から、退院して「在宅生活を送る可能性は低い」と判断

していた。

分類３では実際に退院勧告が出され、成年後見人とし

ては退院先を検討せざるを得ない状況に立たされてい

た。両事例とも入院が長期に渡り、にわかに退院後の生

活の場を確保することは困難な状況で、病院から一方的

に退院勧告が出されたことに、成年後見人は苦慮してい

た。

しかし、受入先があれば退院可能な精神科病院入院患

者の問題として考えれば、成年後見人が退院後の生活の

場を積極的に確保することは重要な役割とも言える。だ

が、本人の意思が明確に確認できない状況において、成

年後見人が個々の責任において積極的に退院を促すこと

は、非常に大きな負担感があることが両事例の聴き取り

からは示唆された。

分類４ 法制度上、現在の病院や施設での生活継続が困

難なため他の選択肢を検討している２事例

分類４の２事例は、50代60代の男性２名である。

事例11は障害者施設に入所中であるが、障害者自立支

援法施行に伴う障害程度区分の判定によっては、今後は

施設入所の継続が困難になる可能性がある事例であっ

た。事例12は脳血管障害で植物状態となり入院中である

が、病状が安定し介護保険制度の対象となることから、

長期入院が可能な療養型の病院への転院を検討している

事例であった。この２事例は、法制度上の理由から他の

選択肢を検討せざるを得ない状況であった。

事例11では、成年後見人は「施設の生活に割と満足」

という評価をしているが、他方入所が不可能になった

場合を考え「施設へ外出訓練を要望」して退所後に備

えようとしている。本人は「家に帰りたい」と帰宅の希

望を述べるが、成年後見人は「家に帰る」という言葉の

意味を計りかねている。自宅に戻った場合は実際には

一人暮らしとなるが、一人での「在宅生活は困難」と

判断していた。したがって、現実的に施設入所が困難に

なった場合は、「施設と福祉事務所に（適切な退所先の

確保の）調整を依頼する」ことが適当であると判断して

いた。

事例12では、「医療管理が必要な状態」であるが転院

先は限られる状況であった。「家族状況（身寄りがな

い）」や「帰る家がない」ことから、「転院先を医療ソー

シャルワーカーと相談」して確保することが適当と判断
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していた。

以上、分類４の２事例では、法制度上の理由から現在

の生活の継続が困難なため、他の選択肢を検討せざるを

得ない状況であった。その際成年後見人は、【施設、福

祉事務所、医療ソーシャルワーカー等の関係諸機関に依

頼して生活の場の確保を図ることが適当である】と判断

していることが特徴的であった。

分類５ 成年被後見人にとって最善といえる財産の使い

方を検討している３事例

分類５の３事例は、70代男性３名で、認知症、精神障

害があり、２事例が施設で、１事例が自宅で生活してい

た。成年後見人は成年被後見人のために財産をどのよう

に使うことが最善なのか苦慮している事例であった。

事例13では、「意思疎通が困難」で「家族状況」は身

寄りがなく、本人意思や要望を推測しようにも情報が限

られていた。しかし「経済状況」としては財産が増加し

ており、その財産をどのように活用することが本人の最

善の利益なのかを検討していた。具体的な使い方につい

ては「施設職員の意見を取り入れる」ことを検討し、大

口の使用については「家庭裁判所に相談して了解を求め

る」といった手順を踏み、判断根拠としていた。また成

年後見人が活動をする上で「判断に困った時の基準」を

明確にもっており、家庭裁判所からも社会通念上妥当な

ことは実行して構わないといった助言が、その判断基準

を強化していた。

事例14では、本人から「意思表示があり」使用可能な

「財産もある」反面、本人の意思表示をそのまま受け入

れてよいのか成年後見人は苦慮していた。まさに本人意

思の尊重と取消権の行使との調整に苦慮していた。本人

の意思表示に対して成年後見人が賛成・反対の理由につ

いて明確な判断根拠となる要素の抽出は難しかった。当

初成年後見人は、本人の財産ができるだけ減らないよう

に管理することを優先させていたが、「家庭裁判所に相

談」したところ「本人のために自由にさせてよい」とい

う助言が得られたことで、基本的には本人意思の尊重を

優先した財産管理が成年後見人の基本姿勢であることを

確認していた。

事例15は、入所施設で暮らす「身寄りがない」本人に

対して、成年後見人は「世間一般の人と同じ生活をさせ

てあげたい」「財産を使いたいことに使わせてあげたい」

と考えていた。しかし、施設の物的・人的環境に制限が

あるため、「物品購入や外出支援に後見人が事実行為を

せざるを得ない」と成年後見人は悩んでいた。

以上分類５の３事例は、本人財産の有効活用を模索し

ている事例であった。成年後見人の判断を強化している

要素としては、【家庭裁判所の判断】が大きい。また財

産管理の方針として、単なる財産保全に留まらず有効活

用を実行しようとすると、施設環境の制限があり、成年

後見人の事実行為が伴わなければ財産の有効活用が実現

しない問題が指摘された。

分類６ 将来的な生活の場を検討する必要があると判断

している２事例

分類６の２事例は、60代50代の男性２名で、どちらも

精神障害で入院中であった。事例16は「ADL低下に伴

う適切な施設の検討」、事例17は「在宅生活の可能性の

検討」といった将来的な生活の場を検討する必要がある

ことが述べられた。

事例16は「症状があるが安定している」状態で、「（現

状認識に欠けるものの）意思表示」があるため、本人意

思を尊重して「本人の希望の実現」を検討している。

「経済状況」や「家族とは疎遠」であることを配慮し、

「家庭裁判所に相談」しながら、今後予測される「ADL

低下に伴う適切な施設を検討」する必要性が述べられ

た。

事例17では、「閉鎖病棟で病状が安定」しているため、

成年後見人は「退院の可能性を検討」している。「本人

の意思確認は困難」であるが、「経済状況（多額の財産

がある）」「自宅がある」といった要素が、成年後見人が

在宅復帰を目標としたことに関連すると推察される。さ

らに現病院が退院支援に積極的ではないので、「退院支

援に積極的な病院に転院も検討」し、「在宅生活に必要

な社会資源の検討」も行った上で、将来的には在宅復帰

を目指したいと述べていた。

分類６の２事例は、今後の生活の場の検討を積極的に

行っていた。両事例とも病院側からの退院勧告といった

要因はないものの、成年後見人が本人により最善と考え

る生活の場の検討を積極的に行っていた。「なぜその必

要があるのか」については、明確な判断根拠の抽出は難

しかった。

分類７ 後見類型の見直しが必要であると判断している

１事例

分類７の事例18は、知的障害のある40代女性で、施設

入所中であった。成年後見人は、本人の「知的理解度が

高く、選挙権がないことを気にしている」ため、後見類

型の見直しが必要であると判断していた。

しかし、入所施設という「管理された環境で落ち着い

ている」ことや、「生活歴」や「将来の希望」、「経済状
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況」を考慮して「将来の生活の場の検討」を行ってい

た。また、本人の希望（子どもと一緒に暮らしたい）を

実現するためには、関係諸機関が連携して支援を行う必

要があるが、連携が不十分で、成年後見人がソーシャル

ワーカー役をしない限り事が進展しないという課題が指

摘された。

以上分類ごとに考察を行った。「現在の生活環境が適

切である」という活動方針の判断根拠となる要素をまと

めると、【現在の生活の場が本人の病状や障害の状態に

適している】【成年後見人が客観的に観察した生活環境

で判断】【施設側が本人の生活ニーズにどれだけ対応可

能か】【定期的な面会で本人の様子を観察して得た情報】

【本人と職員の関係性】【成年後見人訪問時の職員の対

応】【本人からの訴えの有無】【本人と成年後見人の関係

性】【他の選択肢は否定され、結果として現在の生活の

継続が最適である】【必要に応じて専門家等の判断】【現

在の生活環境の維持が可能な経済状況かどうか、財産の

多寡による選択肢の検討】【家族の協力は得られない】

といった項目に集約できた。

また、消極的ではあるが【他の選択肢がない（他に行

くところがない）】場合も、【本人が状況を受け入れてい

る】【施設側の対応】により「現在の生活環境の維持、

改善」が活動方針に繋がる判断根拠となっていた。

一方、「現在の生活環境の継続が困難」な場合は、【施

設、福祉事務所、医療ソーシャルワーカー等の関係諸機

関に依頼して生活の場の確保を図ることが適当である】

という判断が特徴的であった。

財産の使い方については、【家庭裁判所の判断】が成

年後見人の判断根拠として大きな要素となっていた。

また調査結果からは、成年後見活動の様々な課題が指

摘された。

精神科病院から退院勧告があった場合の退院支援につ

いては、成年後見人が個々の責任において行うには非常

に大きな負担感があることが示唆された。また財産の有

効活用を実行しようとすると、成年後見人の事実行為が

伴わなければ実現しない問題が指摘された。さらに地域

で本人の希望する生活を実現するためには、関係諸機関

が連携して支援を行う必要があるが、連携が不十分で成

年後見人がソーシャルワーカー役をしない限り事が進展

しないという課題が指摘された。

Ⅳ 今後の課題

本稿では、18事例の分析から、活動方針の判断根拠と

なる要素の抽出を行い、考察を加えた。

今後は、今回調査数が少なかった在宅事例や若年層の

事例の追加調査を行うとともに、18事例のうち生活の場

を検討中であった事例の追跡調査も実施し、判断根拠と

なる要素を増やしていきたい。

なお今回の分析過程においては、調査面接技術の未熟

さゆえの限界が明らかとなった。面接技術の向上ととも

に、分析方法の妥当性についても更なる検討を加え、研

究の信頼性を高めていくことが課題である。

また現段階では、後見活動の実際に即して成年後見人

が判断根拠とした要素をありのままに抽出する作業を行

っているが、次の段階であるアセスメント項目を調える

際には、実際に実施している判断項目だけでは不足する

ことが考えられる。アセスメント項目として必要十分と

なるよう「あるべき項目」を追加していかなければなら

ない。そのためには取り分け、本人意思の確認をどのよ

うに行ったのか、本人意思の確認ができない場合は何を

根拠に判断したのかについて先行研究の分析が不可欠と

なる。菅（2007）は、英国の2005年意思決定能力法にお

けるベストインタレストに適っているかを判断するため

の「チェックリスト」制度を紹介している。同「チェッ

クリスト」は、筆者らの研究とも共通するものがあり、

大変関心を持っているところである。

さらに、アセスメント項目が単なる項目の羅列に留ま

らず、「成年被後見人の最善の利益」に関する判断を導

き出せるような構造化や、最終的な判断に至るプロセス

が説明可能となるような工夫も検討していきたいと考え

ている。

注

１）調査結果のうち５事例については、東海大学健康科学

部紀要第13号に第一報として報告した。本稿はその５

事例も含めた第一回調査の全容の報告となる。

西原留美子、佐久間志保子（2007年)：成年後見活

動において身上に配慮した生活支援のあり方を決定す

る際のアセスメント項目の研究－社会福祉士を対象と

した聴き取り調査の分析その１－、東海大学健康科学

部紀要第13号、pp.9-18．

２）聴き取りを行った社会福祉士12名の内訳は、男性８

名、女性4名で、年齢は40代と50代が９名をしめた。

社会福祉士となってからの年数が10年以上ある者が10

名で、社会福祉関係職種の経験年数が20年以上ある者

が10名であった。

３）聴き取りを行った社会福祉士12名のうち、６名からは

各１事例、５名からは各２事例、１名からは３事例

（ただしうち１事例は分析の対象外としたため実質的

には２事例）の聴き取りを行っている。担当者が同一

第14号（2008)
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であれば、その担当者の判断がどの事例にも反映され

ることが予測されるため、本来なら一人につき１事例

とすることが妥当であろう。しかし実際には、同一の

担当者から聴き取った事例でも、事例の状況に応じて

判断が一様ではなかった。そのため今回は、事例の数

を確保し、状況の多様性に着目することを優先させ、

18事例全てを分析の対象とした。なお担当者の属性や

経験等による判断の傾向や特性については、別に量的

研究を検討する必要はあると認識している。
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